
 

犯罪の身近さが死刑に対する世論に与える影響1 

 

 

要旨 

 本稿では、死刑に関する日本の世論の形成要因について、特に「犯罪」に関する意識の

差が死刑賛成に与える影響に注目して明らかにする。具体的には大阪商業大学 JGSS 研究セ

ンターの『第７回 生活と意識に関する国際比較調査』を用いて、犯罪の身近さが死刑制

度の賛否に与える影響は存在するのかを定量的に分析する。分析の結果、犯罪をより身近

なものと考えている人ほど死刑制度に賛成する傾向にあることがわかる。その背景として、

犯罪をより身近なものと考えることによって、死刑賛成理由の根拠となる考え方が醸成さ

れることが考えられる。また、年代別の分析の結果、犯罪の身近さが死刑賛成に与える影

響は年代が若くなるにつれて弱まる可能性があることがわかる。 
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第１章 はじめに 

 死刑とは、受刑者の生命を奪う刑罰である。死刑は人権的な面、誤判の可能性の面など

様々な角度からその賛否が論じられており、近年では死刑を廃止する国が徐々に増加して
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いる。一方で、死刑を存置している国も少なくない。アムネスティ・インターナショナル

によると、2015 年において死刑廃止国は世界の過半数となったが、他方過去 25年間の中で

最も多く死刑が執行された。i日本も死刑存置国の一つである。国際的に見ると死刑は廃止

の流れにあるが、日本における死刑に対する世論は、第二次世界大戦後一貫して死刑存置

派が大半を占める。 

 では、日本において死刑賛成派が多いのは何故だろうか。死刑を賛成する人はどのよう

な人だろうか。先行研究によると、宗教や社会階層、死刑に対する知識の有無などが死刑

の賛否に影響を与えているとある。一方日本では、死刑の世論の形成要因に関する計量分

析を行った研究は少ない。そこで本稿では「犯罪の身近さ」が死刑制度の賛否に与える影

響を計量的に分析する。すなわち、本稿のリサーチクエスチョンは「なぜ日本では死刑賛

成派が多数派を占めるのか」である。計量分析には、個人の価値観と彼らを取り巻く環境

がわかるマイクロデータ(大阪商業大学 JGSS 研究センターによる『第 7 回 生活と意識に

関する国際比較調査』)を用いる。分析の結果、犯罪をより身近なものと考えている人ほど、

死刑制度に賛成する傾向があることが示される。具体的には、過去に犯罪の被害者になっ

たことがある人、あるいは将来自分自身が犯罪の被害者になる可能性があると考えている

人ほど、死刑制度に賛成する傾向がある。また、年代別の分析の結果、年代が若くなるに

つれてこの傾向が弱まる可能性があることが示される。 

 本稿の構成は以下の通りである。第 2 章では、日本の死刑制度と死刑に対する世論につ

いてまとめる。第 3 章では、死刑に対する世論についての先行研究をまとめ、本研究の貢

献について述べる。第 4 章では本研究で使用する推定モデルと使用データについて説明す

る。第 5 章では、第 4 章で示した推定モデルの推定結果を示し、第６章ではその結果に基

づいて考察する。 

  



第２章 日本の死刑制度の特徴 

第１節 死刑制度を巡る世界の現状 

 アムネスティ・インターナショナルの発表によると、世界的に見て、死刑は廃止または

事実上の廃止が進んでいる(表 1)。iiここでの事実上の廃止とは、法制度上は死刑が存置さ

れているが死刑判決を下さないと決定したもの、あるいは数十年間死刑判決が下されてい

ないものなどを指す。2016 年、死刑全廃止国は 104 ヶ国、通常犯罪のみ死刑廃止国は 7 カ

国、事実上死刑廃止の国は 30ヶ国である (表 2)。一方、日本のように死刑を存置している

国は、2016 年現在 57 ヶ国である 。iiiOECD 加盟国のうち、死刑存置国は日本のほかにはア

メリカのみである 。iv近年の犯罪発生率と反厳罰化の流れをまとめた宮澤(2013)によれば、

主要先進国では共通して、主要犯罪全体の発生率が低下しているという。v また、「厳罰化

が犯罪抑止効果や再犯防止効果を持たないという実証的認識に基づいて厳罰化への反省が

生じているように思われる」、「アメリカ以外の国々については、犯罪発生率低下の要因を

実証的に検討したものは、まったく発見できなかった」と指摘する。すなわち主要先進国

において、⑴犯罪発生率が低下する傾向がみられ、⑵厳罰化が犯罪抑止効果をもたないと

いう認識のもと、厳罰化への反省が窺われるが、⑶実際に犯罪発生率の低下の要因につい

て、実証的に検討した例はほとんどないといえる。 

 では、死刑制度と犯罪発生率との関係はどのようなものなのか。死刑廃止国における死

刑廃止前後の犯罪発生率を確認したい。表 3-①、3-②、3-③はそれぞれ、死刑廃止国であ

るカナダ、フランス、オーストラリアの殺人事件発生率(人口 10 万人あたりの殺人発生件

数)の年推移を表している。比較のため、各図には日本の殺人事件発生率の年推移を記載し

ている。カナダでは、1966 年に一部の特殊犯罪を除き、一般殺人罪などに対する死刑が廃

止された。表 3-①をみると、死刑が廃止された 1966 年まで大きな変動のなかった殺人事件

発生率が、1966 年以降約 10年にかけて増加している。ただ、同時期に窃盗等の犯罪件数も

増加しており(表 3-①’)、カナダ統計局はインフレ率が犯罪件数の増減に影響を与えてい

るとみている。vi時代背景を踏まえると、表 3-①のみを捉えて死刑廃止が殺人事件発生率を

増加させたと断定することはできないだろう。フランスでは、死刑存続派が約 62%いた中で

当時の大統領が1981年に死刑を廃止し、2007年には憲法に死刑廃止が明記された。vii表3-②

をみると、死刑が廃止される 1981 年までの間、殺人事件発生率は増加している。その増加

傾向の中で死刑が廃止されると、３年間は殺人事件発生率が増加したものの、1984 年以降

は徐々に低下している。オーストラリアでは、1922 年にクイーンズランド州で死刑制度が

廃止されて以降、州ごとに廃止が進み、2005 年には全州で死刑制度が廃止された。2010 年

には連邦政府は今後一切死刑を課すことを禁じた。viii 表 3-③をみると、1995 年から 2002



年まで殺人事件発生率は、1.5％から 2％の間で前後している。その後全州で死刑が廃止さ

れた 2005 年までの間に 1.5％をきるようになり、近年はほぼ横ばいである。このように、

死刑廃止後、殺人事件発生率が増加したケースもあれば、段階的に死刑廃止を進め、殺人

事件発生率がほぼ横ばいを記録しているケースもある。死刑制度の賛否や存廃を議論する

には、その国の歴史や時代背景、特有の事情など様々な要素を加味する必要があるだろう。 

 

 

第 2 節 日本の死刑に対する世論 

 日本における死刑の歴史、主な判例、世論について整理する。はじめに、日本における

死刑の歴史を整理する。日本において死刑が制度として明記された法は、757 年の養老律令

である。主に殺人と強盗に死刑が適用されていた。武士の時代になると、鎌倉時代の御成

敗式目、江戸時代の公事方御定書などで死刑を明記した法が制定される。これらも養老律

令と同様に、適用される罪は殺人と強盗である。近代に入り明治期になると、まず明治 3

年に新律が定められた。新律は、日本古来の律令制度の流れを汲んだものである。新律の

死刑適用犯罪は、殺人と強盗のほか、窃盗や放火、アヘンの密売など幅が広い。そして明

治 13年には旧刑法が制定される。旧刑法では新律より死刑の適用範囲が狭まった。この後

1908 年の新刑法制定などに伴い死刑制度にも修正が加えられ、現在の制度に至る。現在は

主に、国家転覆などの罪、殺人罪に死刑が適用されている。 

 次に、国内の死刑に関する主な判例を整理する。まず、死刑は憲法違反かどうかが争わ

れた裁判において、昭和 23年、最高裁判所大法廷は死刑を合憲とする判決を下した。判決

文は以下の通りである。「憲法は，現代多数の文化国家におけると同様に、刑罰として死刑

の存置を想定し，これを是認したものと解すべきである。」「刑罰としての死刑そのものが、

一般に直ちに同条にいわゆる残虐な刑罰に該当するとは考えられない。」すなわち、死刑は

憲法 36条に定められている「残虐な刑罰の禁止」には該当せず、合憲であるとした。また、

死刑の適用基準についてはいわゆる「永山基準」がある。犯行当時 19歳であった被告人が

ピストルで 4人を殺害した「永山事件」の判決において、昭和 58年、最高裁は次のような

見解を示した。「犯行の罪質、動機、態様ことに殺害の手段方法の執拗性・残虐性、結果の

重大性ことに殺害された被害者の数、遺族の被害感情、社会的影響、犯人の年齢、前科、

犯行後の情状等各般の情状を併せ考察したとき、その罪責が誠に重大であって、罪刑の均

衡の見地からも一般予防の見地からも極刑がやむをえないと認められる場合には、死刑の

選択も許されるものといわなければならない。」この「犯行の罪質」「動機」「態様ことに殺

害の手段方法の執拗性・残虐性」「結果の重大性ことに殺害された被害者の数」「遺族の被

害感情」「社会的影響」「犯人の年齢」「前科」「犯行後の情状等各般の情状」という９項目



がいわゆる「永山基準」である。この判決の後、死刑が求刑される裁判においては、この

基準が考慮されるようになった。 

 最後に、日本の死刑に対する世論動向を整理する。河合ら(2014)の調査によると、「あな

たは、死刑制度があることについて賛成ですか、反対ですか。」と問う質問に対し、「賛成」

「どちらかといえば賛成」という回答の合計は 69.4％と、過半数が死刑に賛成しているこ

とがわかる。ixさらに、死刑に賛成と回答した人に対して「どのような理由で死刑制度に賛

成されますか。重要だと思う順に３番目まで選んでください」と質問したところ、選択さ

れた割合は上から順に、「殺人を犯した者は自らの命をもって償うべきだから」(68.7%)、「被

害者遺族の感情を考慮して」(54.7%)、「死刑制度によって、犯罪を抑止するため」(43.9%)

であった。そして死刑に賛成と回答した人を対象に、「仮に、「死刑制度を廃止しても、凶

悪な犯罪は増えない」ことがわかったとします。その場合、死刑制度は廃止すべきだと思

いますか、それとも、廃止すべきではないと思いますか」と質問したところ、「廃止すべき

である」が選択された割合は 14.1％であったのに対し、「廃止すべきではない」が選択され

た割合は 65.0％と過半数を上回る結果であった。この調査結果から、日本における世論は

死刑存置を求めており、その理由として「報復主義」「被害者遺族の感情の考慮」「犯罪抑

止効果の期待」があげられる。そして死刑存置は犯罪抑止効果の有無とは関係なく必要だ

と考えていることがわかる。 

 

 

第３章 先行研究と本稿の特徴 

 では日本においてどのような人が死刑に賛成しているのだろうか。日本では、死刑に関

連して計量分析を行った研究は多くない。そのような中で、次に示す二つの先行研究は多

変量解析を用いて死刑に関する分析を行った研究である。本稿のテーマである死刑賛成者

の特性に焦点を当てた研究ではないが参照する。一つ目は死刑の抑止効果を検証した研究

である。村松・ジョンソン・矢野(2017)は、計量経済学の手法を用いて、日本で初めて死

刑の犯罪抑止効果を検証した。x村松(2016)は従来入手困難であった殺人等の月別認知件数

を独自の手法で集積した。xi村松らはこの集積した統計データベースを用いて、殺人等の月

別認知件数と死刑との関係を時系列分析の手法で検証している。検証の結果、殺人と死刑

との間に有意な関係性は認められなかった。その上で著者は、死刑執行及び死刑判決が犯

罪抑止効果を持つという仮説は否定できる可能性があると結論づけている。二つ目は、死

刑反対派の主張根拠に焦点を当てて分析を行った研究である。山本(2009)は、海外の先行

研究から導出された死刑反対の根拠を日本のデータで分析している。xii分析の結果、何らか



の宗教、思想を信奉している人や、社会的弱者、死刑に関する知識がない人は死刑に反対

する傾向があると結論づけている。 

 本稿の特徴は、次の二点である。第一に、新たな観点から死刑賛成者の特性を考察した

点である。世論に着目した研究としては、マスコミの影響を受けた世論が司法の専門家と

一体となって厳罰化を進めてきたと推察する浜井・エリス(2008)や、態度の如何に関わら

ず、日本の死刑に対する世論には広範に「無知」が認められると指摘する木村(2015)が挙

げられる。xiiixivこのように日本では、世論全体を捉えた研究が多く見受けられるが、本稿

では死刑賛成者に焦点を絞り、共通する特性の有無をみる。計量分析の際にもマイクロデ

ータを用いることで、より細やかに死刑賛成者の特性を検証する。第二に、アンケート結

果を計量分析した点である。死刑制度の賛否を問うアンケート調査は、数多く実施されて

いる。しかし、それらの調査では、死刑賛否それぞれの割合のみへの着目にとどまるなど、

客観性に欠けるものも少なくない。本稿では、アンケート調査の収集結果を、多変量解析

を用いて検証する。客観的根拠に基づいて死刑制度にまつわる検証を試みた本稿は、今後

の死刑存否をめぐる議論や研究手法のさらなる発展に寄与しうる。なお、アンケート結果

を用いた分析の際、回答者の偏りによる影響には留意が必要である。 

 

 

第４章 推定モデルと使用データ 

第１節 仮説と推定モデル 
 本稿のリサーチクエスチョンは、先に述べた通り、「なぜ日本では死刑賛成派が多数派を

占めるのか」である。そこで、具体的な検証仮説を「犯罪をより身近なものと考えている

人ほど、死刑制度に賛成する傾向があるか」と設定する。この仮説を具体化したものが次

の仮説①、仮説②である。 

 

仮説①：過去に犯罪の被害者になったことがある人ほど死刑制度に賛成する 

仮説②：将来自分自身が犯罪の被害者になる可能性があると考えている人ほど死刑制度に

賛成する 

 

これらの仮説を検証するために、個人のマイクロデータを用いた分析を行う。モデル式は

以下の通りである。 



𝑌𝑖 = 𝛽0 +∑𝛽𝑗

8

𝑗=1

𝑋𝑗𝑖 + 𝑢𝑖 

ここではそれぞれ、i はアンケートの回答者、j は説明変数、𝑢𝑖は誤差項を表す。誤差項に

ついて、𝑢𝑖~𝑖𝑖𝑑(0, 𝜎
2)、𝐸(𝑢𝑖|𝑋𝑗𝑖) = 0を仮定する。この仮定が満たされていれば、上式を最

小二乗法で推定した推定値は普遍性と効率性を持つと言える。また、性別や年代が変わる

と、犯罪の身近さが死刑賛成に与える影響も変わるかどうかを確かめるために、男女別、

年代別にも分析を行う。 

 次に、変数についての説明を行う。被説明変数(Y)は「あなたは、死刑制度に賛成ですか、

反対ですか」という質問項目に対する回答であり、「賛成」と答えている場合１、「反対」「わ

からない」と答えている場合 0とした。 

 説明変数は以下の２つである。 

 

X1：暴力被害経験 

X2：自宅周辺の危険 

 

X1は「あなたは、子どもの時に、殴られたり、暴行をうけたりした経験がありますか。」「あ

なたは、大人になってから、殴られたり、暴行をうけたりした経験がありますか。」という

質問項目に対する回答であり、どちらかの質問に対して「はい」と答えている場合１、ど

ちらの質問にも「いいえ」と答えている場合０とした。この説明変数 X1 は、仮説①の「過

去に犯罪の被害者になったことがある」かどうかを示す変数である。X2は「あなたの家から

１キロ(徒歩 15 分程度)以内で、夜の一人歩きが危ない場所はありますか。」という質問項

目に対する回答であり、「はい」と答えている場合１、「いいえ」と答えている場合０とし

た。この説明変数 X2 は、仮説②の「将来自分自身が犯罪の被害者になる可能性があると考

えている」かどうかを示す変数である。 

 コントロール変数は以下の６つである。 

 

X3：男性ダミー 

X4：40〜64歳ダミー 

X5：65歳以上ダミー 

X6：大卒以上ダミー 

X7：仕事有ダミー 

X8：世帯収入レベル 

 



X3は男性の場合１となるダミー変数である。X4、X5は年代ダミーであり、完全相関を防ぐた

めに、20~39 歳ダミーをコントロール変数から落としている。X6 は最終学校を「旧制大学、

旧制大学院」「新制大学」「新制大学院」と答えている場合１、それ以外を０とした。X7は「先

週、あなたは収入をともなう仕事をしましたか、または仕事をすることになっていました

か。」という質問項目に対する回答であり、「仕事をした」「仕事をもっているが、病気、休

暇などで先週は仕事を休んだ」と答えている場合１、「仕事をしていない」と答えている場

合０とした。X8は「世間一般と比べて、あなたの世帯収入はどれくらいですか。」という質

問項目に対する回答である。「平均よりかなり少ない」「平均より少ない」「ほぼ平均」「平

均より多い」「平均よりかなり多い」の 5段階で尋ね、各回答に対して 1~5 で数値化してお

り、これを対数化した値を X8とした。これらの変数の記述統計は以下の表 4の通りである。 

なお、検定には不均一分散がある時にも頑健な標準誤差（ロバスト標準誤差）を用いる。

これは、個人を対象としたアンケート調査を推定に用いることによって、誤差項の分散が

異なる可能性があるためである。また、先に述べた通り、被説明変数は死刑に対して賛成

か反対かを示す、０あるいは１をとる変数であり、連続変数ではない。このような線形確

率モデルの推定では、必ず分散は不均一となるためである。 

 

 

第２節 使用データ 

 本稿で用いたデータは、大阪商業大学 JGSS 研究センターによる『第７回 生活と意識に

ついての国際比較調査』である。『生活と意識についての国際比較調査』は、満 20 歳〜89

歳の男女を対象に、ほぼ毎年行われている調査である。データの回収方法は、面接法と留

置法を組み合わせたものであり、層化二段抽出法により全国から対象者を抽出している。

調査項目は、原則的に毎回調査する中心的な設問と、１回限りあるいは数回に１度だけ調

査する時事的な設問に分けられる。中心的な設問には、回答者の職業や世帯構成などの基

本属性に関する設問と、回答者の日常的な行動や基本的な生活意識、政治意識などに関す

る設問が含まれる。xv 

 本稿では2008年10月〜12月の期間に行われた第７回の調査のデータを用いる。この2008

年の調査では、2000 年、2001 年で尋ねられていた死刑制度への賛否を問う設問が復活して

いる。また、2008 年は、光市母子殺害事件の死刑判決や秋葉原通り魔殺人事件の発生など、

世間的に死刑への関心が高まっていた年だと言えるだろう。xvi 

 

 



第５章 推定結果 

 表 5 は推定結果である。「犯罪をより身近なものと考えている」ことを表す、「暴力被害

経験」、「自宅周辺の危険」の結果を解釈する。「暴行被害経験」を見ると、係数は正であり

1%の有意水準で有意である。すなわち、暴力被害経験者は死刑に賛成する傾向にあると言

える。次に、「自宅周辺の危険」を見ると、係数は正であり 1%の有意水準で有意である。す

なわち、被害可能性を考慮する者は死刑に賛成する傾向にあると言える。このように、犯

罪をより身近なものと考えていることを表す変数は、ともに死刑賛成に正の影響を与えて

おり、1%の有意水準で有意である。以上より、犯罪をより身近なものと考えている人ほど

死刑制度に賛成する傾向があると言える。 

 表 6は男女別の推定結果である。男性の場合、「暴力被害経験」を見ると、係数は正であ

り 1%の有意水準で有意である。また、「自宅周辺の危険」を見ると、係数は正であり 10%の

有意水準で有意である。女性の場合、「暴力被害経験」を見ると、係数は正であり 5%の有意

水準で有意である。また、また、「自宅周辺の危険」を見ると、係数は正であり 10%の有意

水準で有意である。すなわち、推定結果に男女で特に目立った差はないと言える。 

 表７は年代別の推定結果である。「暴力被害経験」を見ると、各年代ともに係数は正であ

り 1%の有意水準で有意である。すなわち、年代別に推定をしても「暴力被害経験」におい

ては特に目立った差はないと言える。しかし、「自宅周辺の危険」を見ると、20 歳〜39 歳

では有意ではないが係数は負の値を取り、40〜64 歳では有意ではないが係数は正の値を取

る。65歳以上では、係数は正であり 5％の有意水準で有意である。すなわち、「自宅周辺の

危険」においては、年代別で結果が異なることがわかる。 

 

 

第６章 考察 

第１節 犯罪を身近なものと考えている人ほど死刑に賛成するのはなぜなの

か？ 

 日本では犯罪を身近なものと考えている人ほど死刑制度に賛成することがわかった。ま

た、「自宅周辺の危険」が死刑賛成に与える影響は年代別に差が出ることがわかった。これ

はなぜだろうか。前節で得られた結果について、第１節では「犯罪を身近なものと考えて

いる人ほど、死刑制度に賛成する傾向がある」ことについて考察する。ここでは、死刑賛

成の主な理由である、①報復主義、②被害者遺族の感情の考慮、③犯罪抑止効果の期待の 3

点から考察していきたい。第２節では「被害可能性の考慮が死刑賛成に与える影響は年代



別に差が出る」ことについて考察する。 

 「犯罪を身近なものと考えている人ほど、死刑制度に賛成する傾向がある」ことについ

て考察する。①報復主義の点については、死刑賛成の一番の理由が「殺人を犯した者は自

らの命をもって償うべきだから」であった。この報復主義的な態度は、暴力被害経験、被

害可能性の考慮の両方によって形成されると考えられる。山口(2015)によると、一般的に

被害者は加害者に対して報復動機を高める。xvii加害者に対する報復動機は、転じて報復主

義を形成すると考えられるだろう。また、Chaikin&Darley(1973)の研究によると、将来被

害者になる可能性が強まるにつれて、その責任を加害者に帰属するようになる。xviiiつまり、

被害者になったことがある、あるいはなるかもしれないと考えている人ほど、報復主義的

な考え方になると言える。②被害者遺族の感情の考慮については、死刑賛成の二番目の理

由が「被害者遺族の感情を考慮して」であった。この被害者遺族への共感は、暴力被害経

験によって形成されると考えられる。山田(2000)が実際に行ったシナリオ実験の結果によ

ると、被害者立場の被験者は被害者への共感度が高い。xix実際に被害者になったことがある

人ほど、被害者遺族の感情へ共感しやすいと言える。③犯罪抑止効果の期待については、

死刑賛成の三番目の理由が「死刑制度によって、犯罪を抑止するため」であった。この犯

罪抑止効果への期待は、暴力被害経験、被害可能性の考慮の両方によって形成されると考

えられる。島田ら(2004)によると、被害経験は犯罪不安を高める作用がある。xxまた、柴田

ら(2017)によると、犯罪被害に遭う主観的確率は犯罪不安を規定する。xxiつまり、被害者に

なったことがある、あるいはなるかもしれないと考えている人ほど、犯罪への不安感が高

く、犯罪を抑止したいと考えると言える。 

 

 

第２節 被害可能性の考慮が死刑賛成に与える影響は年代別に差が出るのはな

ぜか？ 

 「被害可能性の考慮が死刑賛成に与える影響は年代別に差が出る」ことについて考察す

る。表７より、若年層になるにつれて被害可能性の考慮が死刑賛成に与える正の影響は小

さくなっている。これは、若年層になるにしたがって、被害者になるかもしれないという

不安が死刑賛成の要因とはならなくなる可能性が考えられる。表 8 は、報復主義、被害者

遺族の感情の考慮、犯罪抑止効果の期待という３つの死刑賛成理由の割合の変化を示す。

報復主義を理由に挙げた割合については一貫して約 35％ほどである。一方で、犯罪抑止効

果を理由に挙げた割合については、1967 年においては 60％近くになるが、その後 20 年の

間に 30％台まで減少している。対して、被害者遺族の感情の考慮を理由に挙げた割合につ

いては、10％未満から 35％近くまでに増加している。このように死刑賛成理由の構造は近



年において変化しており、犯罪抑止効果の期待から死刑を賛成する割合は特に減少してい

る。以上より、犯罪不安が死刑賛成に与える影響は若年層において小さくなっている可能

性が考えられる。 

 

 

第 7章 終わりに 

 本稿では、死刑制度をめぐる世論を正確に把握することを目的として、犯罪の身近さが

死刑制度の賛否に影響するかを定量的に推定した。その結果、「犯罪をより身近なものと考

えている人ほど、死刑制度に賛成する傾向がある」ということがわかった。そしてその背

景として、報復主義的思考の醸成、被害者遺族への共感、犯罪抑止効果の期待の３つの死

刑賛成理由を犯罪の身近さが形成していることが考えられた。また、年代別の推定結果よ

り、「被害可能性の考慮が死刑賛成に与える影響は年代別に差が出る」ということがわかっ

た。そしてその原因として、近年において被害可能性の考慮が死刑賛成に与える影響は弱

まっている可能性が考えられた。 

 このように、日本における死刑制度についての世論の傾向を掴むことは、今後の死刑制

度のあり方を論じる際に意味を持つものだと考えられる。死刑制度に賛成か、反対かとい

う議論は数々なされてきているが、ただ単に賛成、反対を論じるだけでは議論は平行線を

辿る一方だと感じる。なぜ賛成派が多数なのか、なぜ反対派の意見は浸透していないのか

ということを踏み込んで考えていくことが、今後の日本において死刑制度についての議論

を展開させていくのに重要となるだろう。 

 

  



(表１：死刑廃止国の推移) 

 

(表 2：死刑廃止国、存置国についての一覧) 

 

全面的に廃止した国：104ヶ国

（法律上，いかなる犯罪に対し ても死刑を規定していない国）

アルバニア、アンドラ、アンゴラ、アルゼンチン、アルメニア、オーストラリア、オース

トリア、ア ゼルバイジャン、ベルギー、ベナン、ブータン、ボリビア、ボスニア・ヘル

ツェゴビナ、ブルガリア、 ブルンジ、カンボジア、カナダ、カーボベルデ、コロンビア、

コンゴ共和国、クック諸島、コスタリ カ、コートジボワール、クロアチア、キプロス、

チェコ共和国、デンマーク、ジブチ、ドミニカ共和 国、エクアドル、エストニア、フィン

ランド、フィジー、フランス、ガボン、ジョージア、ドイツ、 ギリシャ、ギニアビサウ、

ハイチ、バチカン、ホンジュラス、ハンガリー、アイスランド、アイルラ ンド、イタリ

ア、キリバス、キルギス、ラトビア、リヒテンシュタイン、リトアニア、ルクセンブル

グ、マケドニア、マダガスカル、マルタ、マーシャル諸島、モーリシャス、メキシコ、ミ

クロネシア、 モルドバ、モナコ、モンテネグロ、モザンビーク、ナミビア、ナウル、ネ

パール、オランダ、ニュー ジーランド、ニカラグア、ニウエ、ノルウェー、パラオ、パナ

マ、パラグアイ、フィリピン、ポーラ ンド、ポルトガル、ルーマニア、ルワンダ、サモ

ア、サンマリノ、サントメ・プリンシペ、セネガル、 セルビア（コソボを含む）、セイ

シェル、スロバキア、スロベニア、ソロモン諸島、南アフリカ、ス ペイン、スリナム、ス

ウェーデン、スイス、東ティモール、トーゴ、トルコ、トルクメニスタン、ツ バル、ウク

ライナ、英国、ウルグアイ、ウズベキスタン、バヌアツ、ベネズエラ



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

通常犯罪のみ廃止した国 ：7ヶ国

（軍法下の犯罪や特異な状況 における犯罪のような例外的 な犯罪にのみ，法律で死刑を

規定している国）

ブラジル、チリ、エルサルバドル、ギニア、イスラエル、カザフスタン、ペルー

事実上の廃止国 ：30ヶ国

（殺人のような通常の犯罪に対 して死刑制度を存置している が，過去 10 年間に執行がな

さ れておらず，死刑執行をしない 政策または確立した慣例を持 っていると思われる国。

死刑を 適用しないという国際的な公約 をしている国も含まれる。）

アルジェリア、ブルネイ、ブルキナファソ、カメルーン、中央アフリカ共和国、エリトリ

ア、ガーナ、 グレナダ、ケニア、ラオス、リベリア、マラウイ、モルディブ、マリ、モー

リタニア、モンゴル、モ ロッコ/⻄サハラ、ミャンマー、ニジェール、パプアニューギニ

ア、ロシア※、シエラレオネ、韓国、 スリランカ、スワジランド、タジキスタン、タンザ

ニア、トンガ、チュニジア、ザンビア

※ロシアは 1996 年 8 月に死刑の執行停止を導入。しかし，チ ェチェン共和国で 1996 年

から 1999 年の間に執行があった。

存置国 ：57ヶ国

（通常の犯罪に対して死刑を 存置している国）

アフガニスタン、アンティグア・バーブーダ、バハマ、バーレーン、バングラデシュ、バ

ルバドス、 ベラルーシ、ベリーズ、ボツワナ、チャド、中国、コモロ、コンゴ⺠主共和

国、キューバ、ドミニカ 国、エジプト、⾚道ギニア、エチオピア、ガンビア、グアテマ

ラ、ガイアナ、インド、インドネシア、 イラン、イラク、ジャマイカ、⽇本、ヨルダン、

クウェート、レバノン、レソト、リビア、マレーシ ア、ナイジェリア、北朝鮮（朝鮮⺠主

主義⼈⺠共和国）、オマーン、パキスタン、パレスチナ、カター ル、セントクリスト

ファー・ネーヴィス、セントルシア、セントビンセントおよびグレナディーン諸 島、サウ

ジアラビア、シンガポール、ソマリア、南スーダン、スーダン、シリア、台湾、タイ、ト

リ ニダード・トバゴ、ウガンダ、アラブ⾸⻑国連邦、⽶国、ベトナム、イエメン、ジンバ

ブエ



(表 3-①：カナダと日本の殺人事件発生率(1961-1990)) 

【出典】カナダ：Statistics Canada、 日本：犯罪白書 

 

(表 3-①’：カナダの認知犯罪件数 (1962-2013) 

【出典】Statistics Canada 



(表 3-②：フランスと日本の殺人事件発生率(1972-2010)) 

【出典】フランス：「La criminalité en France」,「Aspects de la criminalité et de la dé délinquance 

constatées en France」、日本：犯罪白書 

 

(表 3-③：オーストラリアと日本の殺人事件発生率(1995-2014)) 

【出典】両国とも UNODC global study on homicide: intentional homicide rate 

注：表 3-③における「殺人」は、intentional homicide、つまり「意図的な殺人」を表す。 



(表 4：分析に用いた変数の記述統計) 

 

 

(表 5：推定結果 被説明変数：死刑制度に賛成かどうか) 

 

注 1：*は統計的な有意性を表す。*=10%、**=5%、***=1%である。 

注２：括弧内の数字はロバスト標準誤差の値である。  



(表６：男女別の推定結果 被説明変数：死刑制度に賛成かどうか) 

 

注 1：*は統計的な有意性を表す。*=10%、**=5%、***=1%である。 

注２：括弧内の数字はロバスト標準誤差の値である。 

  



(表７：年代別の推定結果 被説明変数：死刑制度に賛成かどうか) 

 

注 1：*は統計的な有意性を表す。*=10%、**=5%、***=1%である。 

注２：括弧内の数字はロバスト標準誤差の値である。 

 

(表 8：死刑賛成理由の構成比率の変化) 

 

【出典】内閣府世論調査より著者が作成 
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